






＜連結決算概要＞

売上収益
２兆6,250億円（前年⽐ +2,615億円、11.1％の増収）

営業利益
1,524億円（前年⽐ -521億円、25.5％の減益)

当期利益
1,141億円（前年⽐ -401億円、26.0％の減益）



＜得意先別売上（現地通貨ベース）＞

トヨタグループ向け
デンソーテンの影響や中国での⾞両⽣産、
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤により、14.5%の増収。

トヨタグループを除くカーメーカ向け
全体で8.3%の増収。（内訳は下記の通り）
-ホンダ：北⽶でのディスプレイ製品の拡販

⽇本での⾞両⽣産の増加
-FCA ：北⽶での⾞両⽣産の増加
-GM ：北⽶での⾞両構成の良化



＜製品別売上（現地通貨ベース）＞

パワトレインシステム製品
アジア地域や⽇本での⾞両⽣産増加により、増収

モビリティシステム製品
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤、
北⽶でのディスプレイ製品の拡販により、増収

なお、昨年11⽉のﾃﾞﾝｿｰﾃﾝの⼦会社化、
昨年7⽉のＴＤﾓﾊﾞｲﾙの⼦会社化に伴い、
電⼦システム製品や⾮⾞載事業なども⼤きく増収



＜営業利益の増減要因＞

17年9⽉期からの主な増減要因は下記の通り。

マイナス要因
経費 ▲190億円、償却費▲120億円：将来の成⻑領域へ向けた投⼊
労務費▲90億円：主に⽇本での昇給や賞与の増加
その他▲335億円：前期の⼀過性収益がなくなったことによる影響

また、前期との開発費⽤の回収タイミングのズレ
による影響があるものの年間では縮⼩⾒込み

その他収⽀▲151億円：17年度に、TDモバイルを⼦会社化した際に
発⽣した株式の評価益の影響等

プラス要因
操業度差益 +270億円：⽣産の増加や拡販
⾃然災害により40億円の操業度差損が発⽣したが、
上期全体としては、⽣産の増加や拡販により、
⽇本を含むすべての地域で前年の操業度を上回ることができた。

合理化努⼒ + 170億円：コストダウンや⽣産性向上

以上により、18年9⽉期における営業利益は、1,524億円。



＜地域別売上・営業利益（現地通貨ベース）＞

⽇本
-売上収益（前年度⽐+11.8%）
⾃然災害の影響もあったものの、予防安全製品の装着率拡⼤、
デンソーテン⼦会社化の影響により、増収

-営業利益（前年度⽐▲49.5%）
⾞両⽣産の増加や合理化努⼒があったものの、
将来の成⻑領域へ向けた投⼊による費⽤の増加に加え、
前期の⼀過性収益がなくなったことによる影響により、減益

⽇本以外
-売上収益
⾞両⽣産の増加や拡販により、全ての地域で増収。

-営業利益
⾞両⽣産の増加や⽣産性向上といった合理化が進んでいることなど
により、欧州及びアジアは増益。
北⽶については、合理化努⼒はあるものの、
先⾏開発費⽤の増加や、⽣産能⼒増強のための投資などにより減益



＜通期予想＞

第２四半期の業績及び為替の実績等を踏まえ、
・売上収益：5兆4,000億円

・営業利益：3,930億円

・通期前提レートは ドル110円、ユーロ130円



＜営業利益の増減要因予想＞

18年３⽉期からの主な増減要因は、下記の通りです。

マイナス要因
将来の成⻑に向けた投資の加速などによる、
経費、償却費、労務費などの増加や為替の影響により、
マイナス1,015億円。

プラス要因
操業度差益や合理化努⼒等、により、プラス 818億円。

以上により、19年3⽉期の営業利益は、
前年⽐ 197億円減少し、3,930億円となる⾒込みです。



＜株主還元＞

株主の皆様への⼀層の利益還元と資本効率向上のため、

・６百万株・３００億円を上限として、
⾃⼰株式を取得することを10/31の取締役会にて決議

・６１２万株の⾃⼰株式を消却することを決議



＜株主還元＞

配当⾦については、
・中間配当・期末配当ともに、５円ずつ増配
・年間では当初予想から１０円増配の１４０円

今後とも、企業価値の向上に努めるとともに、
配当および⾃⼰株式取得による⼀層の株主還元を
図ってまいります。





＜デンソーグループ2030年⻑期⽅針＞

「地球に、社会に、すべての⼈に、笑顔広がる未来を届けたい」
という想いを実現するべく、より具体的な実⾏計画として
21年中期⽅針を策定し、まさに成⻑に向けた取り組みを
加速しています。



＜デンソーグループ2021年中期⽅針＞

・「新たな価値創造に向けた挑戦」
電動化、⾃動運転の技術開発の強化、
将来モビリティサービスを⾒据えた
新たなプラットフォームの開発。

・「次の成⻑を⽀える収益⼒の強化」
ECU、センサ、半導体、モータといった
キーデバイスの技術⾰新。
ダントツ⼯場とF-IoTのグローバル展開。

・「経営基盤の変⾰」
やる気に満ちた⼈づくりや先端ITの活⽤で、
個の⼒を最⼤限に引き出すことによる、
スピードと現場の活⼒の最⼤化。

すべての⼈が安⼼と幸せを感じられるモビリティ社会の実現に
向け、このような取り組みを加速していきたいと思います。



＜トヨタグループ連携強化＞

⾃動⾞業界は、⾃動運転、電動化、コネクティッドという、100年に⼀
度という⼤変⾰時代の真っ只中にあります。
取り巻く環境は、すさまじいスピードで変化しており、
我々はまさに、「勝つか負けるか」ではなく、
「⽣きるか死ぬか」という待ったなしの状況にいます。

当社とトヨタ⾃動⾞は、トヨタグループの「ホーム＆アウェイ」の考え
⽅に基づいて、電⼦部品事業の当社への集約に合意しましたが、
サプライヤー同⼠でも同様に、内向きではなく、外と闘っていく体制を
整えなければならない時を迎えています。
そこで今回、トヨタグループのサプライヤーで、⾃律的に総⼒を結集
し、
新たな⼀歩を踏み出すことを決断しました。これは、グループ各社の強
みやノウハウを持ち寄り、
⾔わば、新たな「ホーム」をつくろうという取り組みです。

⾃動運転の実現と電動化の加速につながる製品や技術を
より多くのお客様に届けることで、「普及」につなげ、
未来のモビリティ社会の創造に貢献していきたいと考えています。



＜トヨタグループ連携強化①電動化＞

駆動モジュールの開発・販売の合弁会社設⽴

電動化の「普及」には、EV、ハイブリッドといったお客様の
様々なニーズに応える駆動モジュールが必要です。

当社とアイシン精機はこれまで、トランスアクスルやインバータ、
モータなど電動化に必要なキーコンポーネントの競争⼒を磨き、
幅広いお客様に提供してきました。

今回の合弁会社の役割は、HV・PHV・FCV・EVなど
幅広い電動化ニーズに対応できる
駆動モジュールの品揃えをすることです。

そして、お客様のエンジン仕様に合わせて「システム適合」し、
EV市場の急拡⼤が⾒込まれる中国をはじめ、
世界各地域への「普及」を⽬指していきます。

両社の強みを掛けあわせた駆動モジュールの提案により、
お客様の幅広いニーズに合わせた電動化を普及させることで、
持続可能な社会の実現に貢献していきます。



＜トヨタグループ連携強化②⾃動運転＞

統合ECUソフトウェア開発の合弁会社設⽴

⾃動運転の普及には、⼈の命を守る、極めて信頼性の⾼い商品の
提供が必要不可⽋です。
そのためには、クルマの「⾒る、⾛る、曲がる、⽌まる」に関わる
センサやステアリング、ブレーキを、⾼度に組み合わせて「判断する」
統合ECUが必要です。そしてそのキーとなるのが制御ソフトウェアです。

そこで、当社と、アイシン精機、アドヴィックス、ジェイテクトの4社で
各社が持つ⾃動運転領域の知⾒を結集し、より信頼性の⾼い、
統合ECUの制御ソフトウェアを開発するために、合弁会社を設⽴します。
この合弁会社の役割は、⾃動⾞メーカーからの仕様に基づき、
4社からの開発委託を受けて、統合ECUの制御ソフトウェアを開発し、
供給することです。4社は、この制御ソフトウェアを載せた統合ECUと、
各社が持つコンポーネントを組み合わせて、
⾃動運転などのシステムを、⾃動⾞メーカに販売します。

各社の強みを結集し、⾼度運転⽀援のレベル2から、完全⾃動運転の
レベル4までを視野に⼊れ、誰もが安⼼・安全に移動できる
⾃動運転の「普及」に貢献していきます。



＜環境分野＞

事業環境認識

各国の燃費規制導⼊の動向に合わせ、
先進国では、パワトレインの電動化が進みますが、
当⾯は電動化⾞両の中でも、
ハイブリッド⾞等の内燃機関付き⾞両が
主流であることが想定されます。
カーメーカごとに開発ニーズも多様化してきます。

また、新興国では安価な環境⾞としての内燃機関ニーズが
継続することが想定され、引き続き内燃機関の⾼効率化、
クリーン化も求められています。



＜環境分野＞

このような事業環境の中、
デンソーは、⻑年培ってきた技術や供給実績で
電動化市場を牽引するとともに、

燃費改善技術やクリーンな内燃機システムの開発など、
従来エンジン技術も引き続き磨き上げながら

環境負荷の低減と⾼効率な移動を実現していきます。



＜環境分野＞

電動化の取り組み事例

当社にはインバータで、世界に先駆けて磨き上げてきた
コア技術の蓄積と、世界トップレベルの量産実績があります。
開発にあたっては、市場の性能要求を把握した上で、
コア技術である⾼出⼒パワーカードと両⾯冷却技術の開発によ

り、
インバータの⼩型化、⾼性能化を実現してきました。

今後、ＨＶやＥＶなど、
それぞれの性能に応じたインバータの品揃えが求められます。

コア技術を共通利⽤できるモジュール構造を採⽤し、
パワーカードの枚数を調整することで、ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ
それぞれに必要な出⼒に対応可能としております。
これにより、⾞両とのインターフェースをカスタマイズする
だけで、幅広い品揃えに対応できます。

コア技術の共通化で開発効率を⾼め、品揃えを拡⼤し、
お客様の商品領域拡⼤に対し貢献していきます。



＜環境分野＞

デンソーはお客様と社会のニーズに応えるため、
パワトレインを全⽅位で開発していきます。

2025年度の売上⽬標は電動化分野である
エレクトリフィケーションシステムは16年度⽐で2倍と、
⼤きく成⻑させてまいりますが、内燃機関分野である
パワトレインシステムも16年度⽐1.2倍と
まだまだ事業成⻑が望める分野です。

「内燃機関の効率向上」と、「電動化の普及促進」を
最適に組み合わせることで、事業成⻑を続けてまいります。



＜安⼼分野＞

デンソーでは、交通事故のない、
安⼼・安全に移動できるモビリティ社会を実現するため、
運転⽀援の機能を更に⾼度化するとともに、
予防安全や駐⾞⽀援においても、
安全性や利便性を⾼めてまいります。



＜安⼼分野＞

⾞両システム視点で価値提供するための組織の起ち上げ、
将来に向けたADASシステムやコックピットシステムの開発など、
取り組みを進めています。

また、開発にあたっては、全てを⾃社のみで開発するのではな
く、

先端技術をもつ多くの会社とのパートナーシップを通じ、
スピード感のある開発を⾏ってまいります。



＜安⼼分野＞

⾃動運転の取り組み事例

⾃動運転においては、道路環境、天候など、
様々な環境下での使⽤状況に応じた開発が必要となります。

デンソーでは様々な環境で独⾃に⾛⾏を重ね、
⾃動運転に必要な課題を抽出し、技術開発を進めております。



＜安⼼分野＞

各地域での公道での実証実験を進めるとともに
次世代モビリティ社会の実現に向け、
東京での先進モビリティシステムの開発と実証を加速させます。

当社は、2018年4⽉に東京都港区に、
⾃動運転領域の研究開発オフィス、
「Global R&D Tokyo」を開設し、
⾞両メーカー、⼤学や研究機関、スタートアップ企業など
様々なパートナーとの連携し、
オープンイノベーションを強化しています。

また、このたび東京⽻⽥空港隣接地に⾃動運転技術の試作開発、
実証を⾏う新拠点を、
2020年6⽉に開設することを決定しました。



＜安⼼分野＞

今回、新たに開設する施設は、
試作や⾞両整備を⾏う開発棟と実証⽤のテスト路を持ち、
Global R&D Tokyoで企画、研究開発する⾃動運転技術を、
⽻⽥で施策開発、実証を⾏い、
東京エリアで完結できる体制を構築します。

デンソーは、
これからも安⼼・安全および
環境分野の技術や製品の開発に注⼒し、
⼈々の⽣活を豊かにする新たなモビリティ社会を実現していきます。



＜サステナビリティ経営＞

デンソーでは社会課題の解決を通じて、
企業の持続的な成⻑をするため、
企業として取り組むべき優先取組課題を抽出し、
それに向けた⻑期的な⽬標とKPIの設定を進めています。

今後この取り組みを強化し、SDGʼsの⽬標達成への貢献を通じて、
持続可能な社会と、地球にやさしく、
すべての⼈が安⼼と幸せを感じられる
モビリティ社会の実現を⽬指していきます。
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